
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第41号 

答申番号：令和７年度答申第41号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、15年程度使い続けてきた家電製品が故障によりまとも

に使用できないことから、冷蔵庫等の家具什器（以下「本件各家具什器」とい

う。）の購入費用についての生活保護法（以下「法」という。）による保護（以

下「保護」という。）に係る保護費の支給を求める申請（以下「本件申請」と

いう。）を却下する原処分（生活保護変更申請却下処分）は違法又は不当であ

る旨主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

    請求人世帯が「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４月

１日付け社発第246号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第７

の２(6)ア(ｱ)から(ｳ)まで及び(ｵ)に定める家具什器の購入費用の支給に関す

る要件に該当しないことは明らかである。また、同(ｴ)については、本件申請

時が「転居の場合」であることは該当するものの、本件各家具什器については、

いずれも「新旧住居の設備の相違」によって使用することができなくなる事情

があったとは認められないことから、原処分に違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 請求人は、平成24年３月28日から保護を受給しているところ、請求人が本件

申請を行ったのは令和７年２月27日であることが認められる。局長通知第７の

２(6)ア(ｱ)にいう「保護開始時」というのは最低生活に直接必要な家具什器の



持合せがない保護開始時に限って、保護の対象とすることを明示する趣旨であ

るから、請求人世帯が同(ｱ)に該当するとは認められない。また、請求人に長

期入院や被災の事実等はないことから、同(ｲ)及び(ｳ)にも該当しない。さらに、

同(ｴ)及び(ｵ)について、請求人は前住居の管理人等から嫌がらせを受けたこと

を理由に転居しているものと推認されるところ、その転居によって冷蔵庫等が

使用できなくなったという事実はなく、また、仮に嫌がらせが事実であったと

しても、犯罪による被害を受けた事実があったとまでは認められないことか

ら、同(ｴ)及び(ｵ)の要件にも該当しない。 

      よって、請求人は、同(ｱ)から(ｵ)までのいずれの要件にも該当しないため、

本件各家具什器の購入費用に係る本件申請を却下した原処分に違法又は不当

な点は認められない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和８年２月19日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月26日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要（以下「最

低生活費」という。）を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすこ

とのできない不足分を補う程度において行うものとされ（法第８条第１項）、

当該基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の

種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分な

ものであって、かつ、これを超えないものでなければならないとされている（同

条第２項）。 

保護の変更の決定に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされ

ており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準

（以下「処理基準」という。）を定めている。 

そして、処理基準によれば、最低生活費は、一般生活費、教育費、住宅費等

の合算であって、そのうち、一般生活費は、さらに基準生活費、被服費、家具



什器費、移送費等に区分されており、家具什器費については、転居の場合であっ

て、新旧住居の設備の相異により、現に所有している最低生活に直接必要な家

具什器を使用することができず、最低生活に直接必要な家具什器を補填しなけ

ればならない事情が認められるとき等に該当し、新たに保護開始する際等に最

低生活の基盤となる物資を欠いていると判断した結果、炊事用具、食器等の家

具什器を必要とする状態にあると認められるときは、家具什器に係る一時扶助

費として３万4,400円の範囲内において特別基準の設定があったものとして必

要な額を認定し、保護費を支給して差し支えないこととされ、それ以外の場合

は通常の最低生活費の範囲内において通常予測される生活需要は全て賄うべ

きものとされている。 

そこで本件についてみると、請求人世帯は令和７年３月に転居しており、本

件申請は当該転居前に行われていることが認められる。そうすると、請求人世

帯は「転居の場合」に該当するものの、本件各家具什器のいずれも「新旧住居

の設備の相異」を理由に使用することができなくなった事実等は認められな

い。また、その他処理基準における家具什器の購入費用の支給要件にも該当し

ないのは明らかであることから、原処分に違法又は不当な点はない。 

なお、請求人は、おおむね、15年程度使い続けてきた家電製品が故障により

まともに使用できないことから、原処分は違法又は不当である旨主張している

ものと解される。しかしながら、家具什器費は保護開始時等において最低生活

に直接必要な家具什器の持ち合わせがない等の要件を満たす場合に限り例外

として支給されるものであるところ、請求人が使用していた冷蔵庫等の更新は

通常予測される生活需要であり、通常の最低生活費の範囲内においてこれを賄

うべきものであることから、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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